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○会津美里町水道事業給水条例施行規程 

平成17年10月１日 

公営企業管理規程第12号 

(趣旨) 

第１条 この規程は、会津美里町水道事業給水条例(平成17年会津美里町条例第175号。

以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(給水装置の構造) 

第２条 給水装置は、給水管、分水栓、止水栓、給水栓及び水道メーター(以下「メ

ーター」という。)等をもって構成する。 

２ 給水装置は、当該給水装置以外の水管その他の設備と直結してはならない。 

３ 給水装置には凍結、破損、侵食等を防止するため適当な処置をしなければならな

い。 

４ 水槽、プールその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあ

っては、水の逆流を防止するため、適当な処置をしなければならない。 

５ 給水装置の配水管への取付口の位置は、他の給水装置の取付口から30センチメー

トル以上離さなければならない。 

(貯水槽水道) 

第３条 一時に多量の水を使用する箇所その他公営企業管理者の権限を行う町長(以

下「管理者」という。)が必要と認める場合においては、貯水槽水道を設けなけれ

ばならない。 

２ 条例第47条第２項の規定による簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者のうち、

有効容量の合計が５立方メートルを超え10立方メートル以下のものを設置する者

にあっては福島県給水施設等条例(昭和54年福島県条例第39号)に、有効容量が５立

方メートル以下のものを設置する者にあっては福島県飲用井戸等衛生対策要領(平

成元年９月30日付け元環衛第463号福島県保健環境部長通知)に定める管理基準に

基づいた管理及び管理の状況に関する検査の実施に努めなければならない。 

(給水装置の構造及び材質の指定) 

第４条 条例第12条第１項に規定する配水管への取付口からメーターまでの間の給

水装置に用いようとする給水管及び給水用具の構造及び材質は、水圧、土圧その他

の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそれがない

ものでなければならない。 

２ 給水管は、鋳鉄管、鋼管、硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管及びこれに準ずる

もので、かつ、日本産業規格品又は認証機関が認証した製品とする。 

(工事申込書の提出) 

第５条 条例第９条の規定による工事の申込みは、所定の事項を記載した工事申込書

(様式第１号)によるものとする。 

２ 条例第９条第２項の規定により管理者が工事申込者から利害関係人の同意書等

を求めることができる場合は、次の各号のいずれかに該当するときとし、求めるこ
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とができる同意書等は、当該各号に定める書類とする。 

(１) 他人の給水装置から分岐して給水装置を設置するとき 当該給水装置の所

有者の同意書 

(２) 他人の所有地を通過して給水装置を設置するとき 当該土地の所有者の同

意書 

(３) その他特別の理由があるとき 利害関係人の承諾書又は工事申込者の誓約

書 

(工事の変更) 

第６条 工事申込者は、工事を変更しようとするときは、給水装置工事変更届(様式

第２号)を提出し、管理者の承認を受けなければならない。 

(工事の取消し) 

第７条 工事申込者は、第５条の給水装置工事の申込みを取り消すときは、給水装置

工事申込取消届(様式第３号)を直ちに管理者に提出しなければならない。 

２ 工事申込者が工事申込書を提出した日から30日以内に条例第14条第１項の工事

費の概算額を前納しないときは、給水装置工事の申込みを取り消したものとみなす。 

(給水装置の改造工事等) 

第８条 条例第９条第２項に定める給水装置の工事とは、既設給水装置の現状を変更

する次に掲げる給水装置工事をいう。 

(１) 給水装置を移設する工事 

(２) 給水装置を増設する工事 

(３) 第２条に定める給水装置の給水管等の口径又は管種に変更を加える工事 

(４) 給水装置の一部を撤去する工事 

(工事費の算出方法) 

第９条 条例第13条第３項の規定による給水装置工事費の算出方法は、次に定めると

ころによる。 

(１) 材料費は、当該給水装置工事に使用する材料の数量に管理者が別に定める材

料単価を乗じて算出する。 

(２) 運搬費は、当該給水装置工事の施行上必要な機材の運搬に要する費用で、管

理者が別に定める。 

(３) 労力費は、当該給水装置工事の作業に要する職員の数及び作業時間(作業時

間数は、30分単位とし、30分に満たない端数があるときは、30分とする。以下同

じ。)に職員の賃金の額(賃金の額は、１時間当たりの額として算出した額に２分

の１を乗じて得た額とする。以下同じ。)を乗じて算出することとし、職員の賃

金の額については、給水装置工事に関係する職員の年度当初における給料及び諸

手当の年間所要額を基礎として管理者が別に定める。 

(４) 道路復旧費は、道路管理者が別に定めるところによる。 

(５) 工事監督費は、当該給水装置工事の監督に要する職員の費用で、作業時間数

に職員の賃金の額を乗じて算出することとし、職員の賃金の額については、給水
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装置工事に関係する職員の年度当初における給料及び諸手当の年間所要額を基

礎として管理者が別に定めるところによる。 

(６) 間接経費は、材料費と労力費の合計額に100分の25を乗じて得た額とする。 

２ 前項各号に定めるもののほか、夜間の給水装置工事、断水しなければならない給

水装置工事等の場合においては、労力費の額に100分の50を乗じて得た額を特別の

費用として加算する。 

(メーターの点検) 

第10条 メーターの毎月の点検は、点検の日の翌日から次の点検のときまでの期間が

おおむね１箇月を経過した日に行う。 

(メーターの端数計算) 

第11条 メーターの指示量に１立方メートル未満の端数があるときは、翌月に繰越し

て計算する。 

(メーターの設置場所等) 

第12条 メーターの設置場所には、メーターの点検又は機能を妨げるような物件を置

き、又は工作物を設けてはならない。 

２ 管理者は、前項の規定に違反した者に対しては、障害除去のための必要な処置を

執ることを命じ、なおその者が当該処置を履行しないときは、管理者が施行し、そ

の費用を違反者から徴収することができる。 

(メーターの管理) 

第13条 条例第21条第１項の規定により貸与を受けたメーターを亡失し、又は損傷し

た者は、速やかに水道メーター亡失・損傷届(様式第４号)を提出しなければならな

い。 

２ 条例第21条第３項の管理者が定める損害とは、前項のメーターの原状回復に要し

た実費額とする。 

第14条 条例第22条の規定による届出は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に

定めるところによる。 

(１) 条例第22条第１号のとき 給水装置使用開始・中止・廃止届(様式第５号) 

(２) 条例第22条第２号のとき 給水装置口径変更届(様式第６号) 

(３) 条例第22条第３号のとき 演習用消火栓使用届(様式第７号) 

(４) 条例第22条第４号のとき 給水装置所有者変更届(様式第８号) 

(５) 条例第22条第４号のとき 給水装置使用者・代理人・管理人変更届(様式第

９号) 

(使用の廃止又は中止の届出のない場合の料金) 

第15条 条例第22条の規定による使用の廃止又は中止の届出がないときは、水を使用

しない場合においても、基本料金を徴収する。 

(給水装置及び水質の検査) 

第16条 条例第24条第１項の規定により検査を受けようとする者は、給水装置・水質

検査請求書(様式第10号)により請求する。この場合において、同条第２項の特別の
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費用を要するときとは、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。 

(１) 給水装置については、その構造、材質若しくは機能又は漏水等通常の検査以

外の検査を行うとき。 

(２) 水質については、色及び濁り並びに消毒の残留効果に関する検査等飲料の適

否に関する検査以外の検査を行うとき。 

２ 管理者は、検査の必要がないと認める相当の理由があるときは、検査の請求を拒

むことができる。 

(定例日) 

第17条 条例第27条の規定による定例日とは、メーター点検の日とする。 

２ 雨天その他やむを得ない理由によりその月に属する日数を超過して点検したと

きは、その超過した日数分もその月に加算するものとする。 

(水量の認定) 

第18条 条例第28条に規定する水量の認定は、次の各号のいずれかを考慮して行う。 

(１) 前３箇月間の使用水量 

(２) 前年度同期の使用水量 

(３) 類似する使用形態における使用水量 

２ 冬期間(12月から３月までの期間をいう。)中においては、メーターの点検が不可

能であるため、９月から11月までの３箇月の料金の一番少ない水量を基準に徴収し、

４月以降の料金で精算する。 

(督促状の様式) 

第19条 条例第34条の規定による督促状は、様式第11号によるものとする。 

(料金等の減免) 

第20条 条例第37条の減免することができる公益上特別の理由は、次のとおりとする。 

(１) 災害その他により料金、手数料その他の費用の納付が困難であると認められ

る場合 

(２) 条例第19条第２項の規定により給水を停止し、その期間が引き続き３日以上

にわたる場合 

(３) その他管理者において必要があると認める場合 

２ 条例第37条の規定により減免を申請しようとする者は、水道料金等に係る減免申

請書(様式第12号)を管理者に提出しなければならない。ただし、申請することが困

難であると管理者が認める場合は、申請を省略することができる。 

(建設水道課職員の証票) 

第21条 建設水道課の職員は、料金の徴収、メーターの点検、給水装置の検査及び違

反処分その他の職務を執行するときは、常にその身分を証明する証票(様式第13号)

を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規程は、平成17年10月１日から施行する。 
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(経過措置) 

２ この規程の施行の日(以下「施行日」という。)の前日までに、合併前の会津高田

町水道事業給水条例施行規程(昭和50年会津高田町規程第４号)又は会津本郷町給

水条例施行規程(平成10年会津本郷町告示第13号)によりなされた処分、手続その他

の行為は、それぞれこの規程の相当規定によりなされたものとみなす。 

(平成18年３月31日までの使用水量の認定の特例) 

３ 第18条第２項の規定にかかわらず、施行日から平成18年３月31日までの間の冬期

間(同項に規定する冬期間をいう。)中における使用水量の認定については、次の各

号に掲げる使用者の区分に応じ、当該各号に定める方法により認定し、同年４月以

降の料金において精算する。 

(１) 高田地域に住所を有する者 平成17年９月１日から平成17年11月30日まで

の使用水量の平均により認定 

(２) 本郷地域に住所を有する者 平成17年11月の使用水量の実績を基準に認定 

(会津美里町新鶴簡易水道事業給水条例施行規則の廃止に伴う経過措置) 

４ 平成24年３月31日までに、廃止前の会津美里町新鶴簡易水道事業給水条例施行規

則(平成17年会津美里町規則第129号)の規定によりなされた処分、手続その他の行

為は、この規程による相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則(平成19年８月６日公営企業管理規程第５号) 

(施行期日) 

１ この規程は、平成19年８月６日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程の施行の際、この規程による改正前の様式により使用されている書類は、

この規程による改正後の様式によるものとみなす。 

附 則(平成22年４月１日公営企業管理規程第２号) 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則(平成23年９月30日公営企業管理規程第３号) 

(施行期日) 

１ この規程は、平成23年10月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程の施行の際、現に作成されている改正前の会津美里町水道事業給水条例

施行規則様式第11号に定める様式による用紙は、改正後の会津美里町水道事業給水

条例施行規則様式第11号に定める様式による用紙とみなす。 

附 則(平成24年３月14日公営企業管理規程第５号) 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則(平成27年３月30日公営企業管理規程第２号) 

(施行期日) 

１ この規程は、平成27年４月１日から施行する。 
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(経過措置) 

２ この規程の施行の際現に作成されている改正前の会津美里町水道事業給水条例

施行規程様式第11号に定める様式による用紙は、改正後の会津美里町水道事業給水

条例施行規程様式第11号に定める様式による用紙とみなす。 

附 則(平成28年２月24日公営企業管理規程第２号) 

(施行期日) 

１ この規程は、平成28年３月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程の施行の際、現に作成されている改正前の会津美里町水道事業給水条例

施行規程様式第11号に定める様式による用紙は、改正後の会津美里町水道事業給水

条例施行規程様式第11号に定める様式による用紙とみなす。 

附 則(平成29年３月27日公営企業管理規程第１号) 

(施行期日) 

１ この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

(適用区分) 

２ この規程による改正後の会津美里町水道事業給水条例施行規程の規定は、平成29

年５月分の水道料金から適用し、平成29年４月分までの水道料金については、なお

従前の例による。 

附 則(平成31年２月15日公営企業管理規程第１号) 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則(令和元年６月26日公営企業管理規程第１号) 

この規程は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則(令和２年３月31日公営企業管理規程第６号) 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則(令和２年５月１日公営企業管理規程第７号) 

この規程は、令和２年５月12日から施行する。 

附 則(令和３年12月21日公営企業管理規程第８号) 

(施行期日) 

１ この規程は、令和４年１月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程の施行の際、現に作成されている改正前の会津美里町水道事業給水条例

施行規程様式第８号に定める様式による用紙は、改正後の会津美里町水道事業給水

条例施行規程様式第８号に定める様式による用紙とみなす。 

附 則(令和５年３月24日公営企業管理規程第１号) 

(施行期日) 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程の施行の際、現にあるこの規程の改正前の様式により使用されている用
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紙は、この規程の改正後の様式によるものとみなす。 

附 則(令和７年５月１日公営企業管理規程第２号) 

この規程は、令和７年５月１日から施行する。 
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様式第１号(第５条関係) 
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様式第２号(第６条関係) 
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様式第３号(第７条関係) 
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様式第４号(第13条関係) 
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様式第５号(第14条関係) 
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様式第６号(第14条関係) 
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様式第７号(第14条関係) 
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様式第８号(第14条関係) 
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様式第９号(第14条関係) 
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様式第10号(第16条関係) 
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様式第11号(第19条関係) 
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様式第12号(第20条関係) 
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様式第13号(第21条関係) 

 

 


